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本小特集は,村 上教授 (本所第5部)の 提案により結成

された
“
サステナブル ・エンジエアリング研究会

"の
メン

バーを中心にした特集号の第2弾である (第1回 目の小特

集号は平成 10年 12月号)。

サステナブルすなわち持続可能 (性)に ついては,上 述

の前回の小特集号で簡単に論じたように,多 くの議論があ

る。特に,ノ ルウェーのブルントラント首相が1986年に

「将来の世代が自らのニーズを充足する能力を損なうこと

なく,現 在の世代のニーズを満たすような開発」として原

型概念を提案して以来よく耳にするようになった 「持続可

能な発展 (sustainablc development)」については,「持続可

能」と 「発展」とは矛盾するという指摘がある。すなわち,

地球資源や環境に限りがある以上 「発展」にも限りがある

ことを認識すべきであるとの意見である。

持続可能をいかに定義するかにかかわらず,こ の言葉が

使用される背景に 「大量消費」に象徴される時代が終焉を

告げつつあることだけは事実であろう。では,こ の時代の

終焉は,具 体的に何を意味しているのであろうか。持続可

能性に関する問題は,無 論,地 球環境の許容力や資源の有

限性に起因しているわけだが,最 も厄介な問題は別にある

と考えている。すなわち,科 学技術の 「展開」速度が,そ

の結果として起る事態に対して人間の判断力が喚起される

速度を大幅に上回つてきたことであろう。「展開」が 「進

歩」であるためには,そ れによりもたらされたものが人類

や地球生態系にとって有意なものである必要があろう。し

かし,近 年の科学技術は,そ うした判断力が喚起される暇

なく急速に展開している。

こうしたことは,現 代のみの特徴であろうか。約5000

年前に始まった適度で局地的な乾燥により繁栄したエジプ

ト,メ ソポタミア,イ ンダス,黄 河などの文明は,農 地と

エネルギー源とを得るために森林を伐採した。伐採地では

農業と放牧が行なわれたが,森 林伐採によリエネルギー源

が欠乏し,ま た土壌浸食が進み,約 3500年前に乾燥化が
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限界に達して減亡したといわれている。程度の差こそ有れ,

物事の展開速度が半」断力の喚起速度を上回つた結果と考え

られる。

筆者は,現 代を支える工学の中心概念を
“
デザイン

"と

定義している。デザインとは,通 常のいわゆる
“
設計
"と

“コンセプト
“
とを指すと理解 している。こうした両義を

もつデザインは,そ もそもデザインに誘引されて起る事態

に対する判断力を含むものでなければならない。インター

ネットを批判するつもりはないが,例 えばインターネット

の普及により形成される社会を見通し判断する暇なく,容

赦無く普及と展開が急速に進んで行 く。古代文明の夕1を引

くまでも無く,人 間のための科学技術に人間が追い回され

ている気がしてならない。

とすれば,い かにすれば良いのであろうか。筆者にも解答

はないが,以 下の事は付記しておきたい。一つは,判 断力の

喚起速度を上げることである。このために有効な方法は,教

育である。科学技術に携わる人材には,現 代こそ自律的判断

力とその基礎となる幅広い教養の育成が不可欠である。第二

は,科 学技術の着実な 「進歩」を推進することである。社会

の発展をもたらすのも,文 明の減亡をもたらすのも,ま た資

源 ・地球環境問題の根幹も,基 本的には生産技術であるとい

っても過言ではない。若年層に回避されがちな生産技術開発

こそ,「悔いの無い生産技術開発」として問われるべきであ

る。わが国の産業として峠に差し掛かりつつある重厚長大部

分を海外に移転したとしても,問 題は解決せず,地 球規模で

悔いの無い生産技術開発に取組むべきであろう.ま た,本 小

特集でも述べているように,夕1えば省エネルギーの基本はエ

ネルギーカスケードである。エネルギニカスケードを進める

ためには,産業のクラスター化も必要であり,強 力な政策的

リーダーシップが不可欠である。

筆者は,こ うした意味で,持 続可能性が問題となってき

ている現代は,む しろ,教 育,科 学技術,生 産技術あるい

は産業政策などを全体的に問いなおすが絶好の機会と思っ

ている。
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